
 Ⅱ-2-1 建設技能労働者の過不足 

○ 建設技能労働者の過不足をみると、平成２２年平均は０．６％の過剰となっており、３年連続で過剰な状況にある。 

＜労働需給の動向（全国・８職種）＞ （％） 

不
足 

過
剰 

○８職種・・・型わく工（土木）・型わく工（建築）・左官・とび工・鉄筋工（土木）・鉄筋工（建築）・電工・配管工 

○過不足率のマイナスは、過剰を示す。プラスは、不足を示す。○過不足率 イナ 、過剰を示す。 ラ 、不足を示す。
 
○不足率＝（確保したかったができなかった労働者数－確保したが過剰となった労働者数）÷ 
      （確保している労働者数＋確保したかったができなかった労働者数）×１００ 

○出所：国土交通省「建設労働需給調査結果」  25 



 Ⅱ-2-2 建設業就業者の年齢構成の推移 

○ 建設業就業者は、55歳以上が33％、29歳以下が12%と高齢化が進行しており、次世代への技術承継が大きな課題 
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出所：総務省「労働力調査」 
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○ 建設業の入職率は低下傾向 特に２４歳以下の若年入職者が減少

 Ⅱ-2-3 建設業における入職状況 

○ 建設業の入職率は低下傾向。特に２４歳以下の若年入職者が減少 
○ ２４歳以下の若年入職者数の割合は、近年、製造業と比較して、低い傾向 

１．入職者数の推移 ２．入職者数全体に占める若年層の割合入職者数の推移 入職者数全体に占める若年層の割合

出所：厚生労働省「雇用動向調査」 出所：厚生労働省「雇用動向調査」 
※入職率＝１～１２月の入職者数／１月１日現在の常用労働者数×100 
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 Ⅱ-2-4 建設技能労働者の将来推計 

①現状の若年層の入職率、過去の各年齢階層の経年変化率等をもとに、コーホート法により、将来の建設業就業者数（生産年齢人口）を推計。①現状の若年層の入職率、過去の各年齢階層の経年変化率等をもとに、コ ホ ト法により、将来の建設業就業者数（生産年齢人口）を推計。 
  ※過去の変化率は、（ア）増加・減少局面（１９８０年～２００５年）、（イ）減少局面（１９９５年～２００５年）、 （ウ）‥（ア）と（イ）の中位値で推計 

②建設技能労働者（生産年齢人口）一人当たり建設投資額により、建設投資額の生産に必要な建設技能労働者数を推計。      
※建設技能労働者一人当たり建設投資額（生産額）は２００５年時点で固定。建設投資額は２０１０年見込み（４０．７兆円）±１０％と仮定 

 
①及び②を比較すると、将来的には、ミスマッチ発生の可能性。

（人） 

28  H17 国勢調査      H22国勢調査         H27推計          H32推計          H37推計          H42推計 



 Ⅱ-2-5 仕事に対する意識について 

○ 世論調査によると、理想的な仕事の第一は、「収入が安定している仕事」
○ 専門工事業者に対する調査によると、若年者が入職しない理由の第一は、「収入の低さ」 

（全産業）(％)  （全産業）

出所：内閣府「国民生活に関する世論調査」（平成21年8月）  出所：建設産業専門団体連合会「建設技能労働力の確保に関す
る調査報告書」（平成19年3月） 

(％) 
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 Ⅱ-2-6 建設業における労働保険、社会保険の加入義務等 

※数値は、2011年6月時点 

  

労働保険 社会保険 
事業主負担計 

（賃金等に対する比率） 事業所の
形態 

常用労働者
の数 

就労形態 雇用保険 労災保険 医療保険 
（事業主負担には介護保険料を含む）

年金保険 

法 人 
 

約

１人～ 
  常用 
 労働者 

雇用保険 
（事業主負担1.150％） 

元請一括加入 
（下請の事業主負担なし） 

協会けんぽ、 
健康保険組合等※１ 

（事業主負担5.495％※２） 

厚生年金※３ 
（事業主負担8.159％） 

 ○３保険の負担 
  １４．８０４％ 

日雇 
日雇雇用保険 

（事業主負担1 150％
元請一括加入

国民健康保険又は協会けん
ぽ（日雇特例被保険者）※１

国民年金 ○日雇労働保険の負担 
約 

４０万社 

－ 
日雇 

 労働者 
（事業主負担1.150％
＋日額48円～88円） 

元請 括加入
（下請の事業主負担なし） 

ぽ（日雇特例被保険者）※１
（国保は事業主負担なし） 

国民年金
（事業主負担なし） 

○日雇労働保険の負担 
 １．１５０％＋日額４８円～８８円 

－  役員等 － 
特別加入 

（事業主負担あり） 

協会けんぽ、 
健康保険組合等※１ 

（事業主負担5.495％※２） 

厚生年金※３ 
（事業主負担8.159％） 

 ○２保険＋労災保険の負担 
  １３．６５４％＋労災保険料 

 個人事

５人～ 
  常用 
 労働者 

雇用保険 
（事業主負担1.150％） 

元請一括加入 
（下請の事業主負担なし） 

協会けんぽ、 
健康保険組合等※１ 

（事業主負担5.495％※２） 

厚生年金※３ 
（事業主負担8.159％） 

 ○３保険の負担 
  １４．８０４％ 

 １人～４人
  常用 

労働者
雇用保険 

（事業主負担1 150％）
元請一括加入 

（下請の事業主負担なし）
国民健康保険 

（事業主負担なし）
国民年金 

（事業主負担なし）
 ○雇用保険の負担 

１ １５０％個人事
業主 
 
  約 
１０万者 

労働者 （事業主負担1.150％） （下請の事業主負担なし） （事業主負担なし） （事業主負担なし）  １．１５０％

－ 
  日雇 
 労働者 

日雇雇用保険 
（事業主負担1.150％ 
＋日額48円～88円） 

元請一括加入 
（下請の事業主負担なし） 

国民健康保険又は協会けん
ぽ（日雇特例被保険者）※１ 
（国保は事業主負担なし） 

国民年金 
（事業主負担なし） 

 ○日雇労働保険の負担 
 １．１５０％＋日額４８円～８８円 

－ 
 事業主、 
 一人親方 

－ 
特別加入 

（事業主負担あり） 
国民健康保険 

（事業主負担なし） 
国民年金 

（事業主負担なし） 
 ○労災保険料の負担 

※１ 健康保険の適用除外の承認を受けることにより、国民健康保険に加入する場合がある。 
（一部の国民健康保険組合については、事業主負担があるが、義務づけなし。）

30 
：事業主負担がある部分（元請一括加入を含む）  ：事業主負担がない部分 

   （ 部の国民健康保険組合については、事業主負担があるが、義務づけなし。）

※２ 事業主負担は、協会けんぽ東京支部の平成23年度保険料率（介護保険２号被保険者保険料率を含む。）を例として記載。 

※３ 「厚生年金保険」は、児童手当拠出金を含む（厚生年金基金加入員を除く）。 



○ 「直用」 「準直用」などの就労形態が不明確な者については 社会保険等に加入している企業の割合は低い状況

 Ⅱ-2-7 建設技能労働者の就労形態と社会保険等の加入状況 

○ 「直用」、「準直用」などの就労形態が不明確な者については、社会保険等に加入している企業の割合は低い状況 

雇用保険の加入状況 就労形態の状況 

健康保険の加入状況 

厚生年金保険の加入状況 

出所：国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」（H20） 

労災保険の加入状況 

出所：(社)建設産業専門団体連合会「技能労働者の雇用労働条件に関する調査報告書」（平成２０年３月） 
    回答数（社員：２１５社、直用：７１社、準直用６４社） 31 



○公共事業の元請企業の加入状況（経営事項審査）をみると、雇用保険の未加入企業は６％、健康保険及び 

 Ⅱ-2-8 経営事項審査における社会保険等の加入状況 

経営事項審査：平成２２年度総合評定値登録業者数（標本数：155,581）  

企業単位での加入状況 

  厚生年金保険の未加入企業は１０％となっている。 

加入有(129 673) 加入有(126 424)

【雇用保険加入の有無】  【健康保険及び厚生年金保険加入の有無】 

加入有(129,673)

加入無(8,747) 

適用除外(17,161)

加入有(126,424)

加入無(15,942) 

適用除外(13,215)

11% 

適用除外( , )

9% 

適用除外( , )

6%  10% 

83%  81% 
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 Ⅱ-2-9 社会保険等の加入状況 

○雇用者数（雇用保険は役員を除く）に占める被保険者数の割合（平成21年度） 

建設業 製造業 

◇雇用保険 61.0% 92.6% 

◇健康保険（協会けんぽ） 
＜旧政府管掌健康保険＞

42.9% 39.1% 
＜旧政府管掌健康保険＞

◇厚生年金保険 61 9% 87 1%◇厚生年金保険 61.9% 87.1%

出所： 総務省「労働力調査」、厚生労働省「雇用保険事業年報」「厚生年金保険業態別規模別適用状況調」 
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 Ⅱ-2-10 公共事業労務費調査における社会保険等の加入状況① 

○労働者単位での加入状況をみると 下請企業を中心に 保険未加入の割合が大きくなっている

労働者単位での加入状況 

○労働者単位での加入状況をみると、下請企業を中心に、保険未加入の割合が大きくなっている。

○都道府県別では、地方部と比較して、都市部の加入割合が低い傾向にある。 

87%
93% 100% 92% 90% 90% 88% 87%

100% 

① 元請・下請次数別（合計標本数：77,891）  ② 都道府県別（合計標本数：77,891） 

87% 

72% 

53% 
49% 

71% 
66% 

46%
52% 

64% 

60% 

80% 

90% 90% 88% 87%

48% 
43%

70% 

60% 

80% 

・・・ 

46%

20% 

40% 

43% 42% 40% 
32% 

20% 

40% 

0% 0% 

※平成22年度公共事業労務費調査のデータにおける、規模が10人以上の事業所、 
  65歳未満、月18日以上労働する労働者（交通誘導員A、Bを除く）の有効標本 
  （77,891標本）のうち、雇用保険、健康保険（一般健康保険、日雇特例保険、 

全国土建国保 または船員保険等） 及び厚生年金保険 法定福利費控除額

＜土木工事＞               ＜建築工事＞ 

 全国土建国保、または船員保険等）、及び厚生年金保険の法定福利費控除額
  （本人負担額）が３保険とも確認できた標本の率を示す。 
※法定福利費控除額（本人負担額）が確認できなかった標本の中には国民健康保険、 
  国民年金の加入者等が含まれる。 
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 Ⅱ-2-11 公共事業労務費調査における社会保険等の加入状況② 

○都道府県別では、地方部と比較して、都市部の加入割合が低い傾向にある。 

※平成22年度公共事業労務費調査のデータにおける、規模が10人以上の事業所、65歳未満、月18日以上労働する労働者（交通誘導員A、Bを除く）の 
  有効標本（77,891標本）のうち、雇用保険、健康保険（一般健康保険、日雇特例保険、全国土建国保、または船員保険等）、及び厚生年金保険の法定 
  福利費控除額（本人負担額）が３保険とも確認できた標本の率を示す。 
※法定福利費控除額（本人負担額）が確認できなかった標本の中には国民健康保険、国民年金の加入者等が含まれる。 
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法定福利費のうち 雇用保険 健康保険 厚生年金保険の事業主負担額（試算）（参考公表）

 Ⅱ-2-12 法定福利費の事業主負担額（公共工事設計労務単価による試算） 

  
種類 

労働保険 社会保険 
法定福利費の 
事業主負担額

日当たり賃金＋法定
福利費の事業主負担

日当たり
に対する雇用保険 健康保険 

（介護保険を含む）

厚生年金保険 
（児童手当拠出金を含む）

（円） 

法定福利費のうち、雇用保険、健康保険、厚生年金保険の事業主負担額（試算）（参考公表）

事業主負担額
（月当たり） 

福利費の事業主負担
額（日当たり） 

に対する
割合 

（介護保険を含む） （児童手当拠出金を含む）

日当たり
賃金 

 標準報
酬月額

負担 
率 1.150% 5.495% 8.159% 

7,500 170,000  1,898 9,342 13,870 25,110 8,641 115.2% 

10 000 220 000 2 530 12 089 17 950 32 569 11 480 114 8%10,000 220,000  2,530 12,089 17,950 32,569 11,480 114.8% 

12,500 280,000  3,163 15,386 22,845 41,394 14,382 115.1% 

15,000 340,000  3,795 18,683 27,741 50,219 17,283 115.2% 

17 500 380 000 4 428 20 881 31 004 56 313 20 060 114 6%17,500 380,000  4,428 20,881 31,004 56,313 20,060 114.6% 

20,000 440,000  5,060 24,178 35,900 65,138 22,961 114.8% 

22,500 500,000  5,693 27,475 40,795 73,963 25,862 114.9% 

25 000 560 000 6 325 30 772 45 690 82 787 28 763 115 1%25,000 560,000  6,325 30,772 45,690 82,787 28,763 115.1% 

27,500 620,000  6,958 34,069 50,586 91,613 31,664 115.1% 

30,000 650,000  7,590 35,718 53,034 96,342 34,379 114.6% 

※雇用保険：労働者を雇用する事業所における一般被保険者一人当たりの事業主負担額を試算。 
  事業主負担額は、日当たり賃金別に月22日労働と仮定した場合の月当たり賃金をもとに算定。  
  （例：日当たり賃金15,000円×22日＝月当たり賃金330,000円）  
 健康保険・厚生年金保険：法人及び常時5人以上の従業員を使用する事業所における被保険者一人当たりの事業主負担額を試算。  
  事業主負担額は、日当たり賃金別に月22日労働と仮定した場合の標準報酬月額（賞与等を含まない）を元に算定。厚生年金保険の標準報酬月額の上限額は620,000円。 
  （例：日当たり賃金15,000円×22日＝月当たり賃金330,000円 → 報酬月額330,000円以上350,000円未満の標準報酬月額は340,000円）  
「健康保険 全 健康保険協会管掌健康保険料（東京） 掛金 介護保険料を含む「健康保険」は、全国健康保険協会管掌健康保険料（東京）の掛金、介護保険料を含む。
「厚生年金保険」は、児童手当拠出金を含む（厚生年金基金加入員を除く）  
「法定福利費の事業主負担額（日当たり）」は、「法定福利費の事業主負担額（月当たり）」を22日で除して算定。 
  小数点以下は四捨五入して算定。  
  平成23年4月時点の負担率 
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公共工事設計労務単価の概要

 Ⅱ-2-13 公共工事設計労務単価について 

○ 性格：公共工事の予定価格の積算用単価 
 

  ※ 個々の契約（下請契約における労務単価や雇用契約における労働者への支払賃金）を拘束するものではない 
  ※ 諸経費分は含まれていない 
 
○ 法令：予算決算及び会計令第８０条第２項 
 

「予定価格は 契約の目的となる物件又は役務について 取引の実例価格 需給の状況 履行の難易

○ 設定：毎年10月、国、都道府県、政令市等発注の公共工事に従事する建設労働者（約20万人）の賃金支払実態 
を調査し 取引の実例価格として設定

           「予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、
             数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 」 
 
 

              を調査し、取引の実例価格として設定。
 
○ 利用者：国、地方公共団体、独法等が予定価格の積算に利用。 
 

直接工事費 【歩掛×単価】 
労務単価 
資材単価歩掛（数量） ×

予定価格の積算体系 

工事価格 

工事原価 

間接工事費

共通仮設費 

資材単価
機械経費 

歩掛（数量）

請負工事費

消費税相当額 
一般管理費等 

間接 事費

現場管理費 
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○ 予算決算及び会計令を踏まえ、約20万人の建設労働者の賃金支払い実態を調査し、取引の実例価格として決定。

 Ⅱ-2-14 公共工事労務単価の水準等について 

○ 予算決算及び会計令を踏まえ、約20万人の建設労働者の賃金支払い実態を調査し、取引の実例価格として決定。 
 

○  一人当たり建設投資額の低下（▲19%）、土木工事業の利益率の低下（2.2%→0.1%）等により、労務単価は10年間で
▲14%。 

公共工事設計労務単価の推移 完成工事高営業利益率の推移

2.2% 

1.9%  1.8% 

1.5% 
1.2% 

1.7%  1.6%  1.7% 

2.4% 
2.2% 

1.9% 
1.8% 

1.5% 

1 1%
1.3%  1.4% 

1 6%

1.5% 
1.2%

1.6%  1.6% 

2.6%  2.6% 

1.5%

2.0% 

2.5% 

3.0% 

  H14年度     →  H23年度 
                                                                   (H13年度調査)                (H22年度調査) 

公共工事設計労務単価の推移  完成工事高営業利益率の推移

0.8%  0.8%  0.6% 

0.1% 

1.3% 

‐0.1% 

1.3% 
0.4%  0.5% 

0.7% 

1.1%

0.8% 

1.6% 
1.5% 

‐0.5% 

0.0% 

0.5% 

1.0% 

1.5%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

 

○ 就業者一人当たり建設投資額 970万円/人 790万円/人（▲19%） 
 

○ 公共工事設計労務単価      19,106円/日 16,342円/日（▲14%） 
   （全職種全国単純平均）  

H12  H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19  H20 

土木・造園・水道施設・舗装・しゅんせつ工事業  建築・木造建築工事業  職別工事業  設備工事業 

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」 
完成工事高営業利益率＝建設業専業の業者の完成工事高に占める営業損益の割合 
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：賃金構造基本統計調査（賃構、H22年6月調査）                        ：公共工事設計労務単価（設単、H22年10月調査） 

0 

300 

0 

5,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

就
業

者
一

人

0 

5,000 

10,000

土
工

特
殊

普
通

と
び

と
び

鉄
筋

鉄
筋

型
枠

型
わ

大
工

大
工

左
官

左
官

電
気

電
工

円
/
8
時

間
当

（年度） 

※全職種全国単純平均 

工(

賃
構) 

殊
作
業
員(

設
単) 

通
作
業
員(

設
単) 

び
工(

賃
構) 

び
工(

設
単) 

筋
工(

賃
構) 

筋
工(

設
単) 

枠
大
工(

賃
構) 

わ
く
工(

設
単) 

工(

賃
構) 

工(

設
単) 

官(

賃
構) 

官(

設
単) 

気
工(

賃
構) 

工(

設
単) 

※ 賃金構造基本統計調査と公共工事設計労務単価は、調査方法が異なるため、単純に比較できないが、賃金構造基本統計調査の「所定内給与額」
と、「年間賞与その他特別給与額」を12で除したものの合計値を、所定内労働時間数で除して8時間当たり（日額）に換算。 

※ 公共工事設計労務単価は、職種別の全国平均 38 



○欧米各国では、社会保険等の加入は、労使共通の認識（※米英は医療保険なし）

 Ⅱ-2-15 諸外国における社会保険等の状況 

 
○欧米各国では、社会保険等の加入は、労使共通の認識（※米英は医療保険なし）

 
項目 日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ 

○被保険者：６５歳未満の
労働者

※州ごとに運営 
○被保険者（代表例）

○被保険者：18歳以上年金受
給年齢未満者

○被保険者：民間賃金労働者 
○保険料率

○被保険者：65歳未満の
労働者

雇用保
険制度 

労働者
○保険料率： 
  本人0.7％ 
  事業主1.15％ 
   （2011） 

○被保険者（代表例）
 ・当該年、前年のいずれ 
  かの四半期に1500ドル 
  以上の賃金を支払った 
  者に雇用される者など 

○保険料率（代表例）

給年齢未満者
○保険料率： 
   被用者12% 
   事業主13.8% 
   ※年金と一体の制度 

○保険料率：
   被用者2.4% 
   事業主4.0% 

労働者
○保険料率： 

 被用者１．５％ 
 事業主１．５％ 

○保険料率（代表例）
 連邦：事業主6.2％※ 
  州：州財政に相違 

○方式：社会保険方式 
○自己負担：3割が基本 
○保険料：

― ○方式：税方式 
○自己負担：なし 
○保険料：

○方式：社会保険方式 
○自己負担：外来30%、入院
20%、薬剤35%など

○方式：社会保険方式 
○自己負担：外来10€、入

院一日10€、薬剤

医療保険
制度等 

○保険料：
   本人5.495% 
   事業主5.495% 
 （協会けんぽ（東京都)  
  介護保険料を含む。 
  2011） 

○保険料：
   なし 
  
  ※原資の約2割は国民年 
   金から充当。残余は税。 

20%、薬剤35%など
○保険料： 
   本人  0.75% 
   事業主13.1% 
 

院 日10€、薬剤
10%(下限5€上限10€）な
ど 

○保険料： 
  本人    8.2% 
  事業主  7.3% 

年金保険

○強制加入対象者：被用者 
○支給開始：60歳（引上予定：

60⇒65） 
○保険料率（2010年9月～）： 
  本人8.029% 
  事業主8.159%  ※ 

○強制加入対象者：被用者及び自営業者
○支給開始年齢（2010年）： 

66歳（2027年までに67歳に引上げ） 
○保険料率（2010年）： 

  本人  6.2% 
  事業主 6.2%

○強制加入対象者：被用者、及び自営業
者 

○支給開始年齢（2010年）：男性65歳、女
性60歳（女性は2020年までに65歳に引
上げ。さらに、2024年から2046年にか
けて男女ともに65歳から68歳に引上

○強制加入対象者：被用者及び自営業者
○支給開始年齢（2010年）：60歳（2018年

までに62歳に引上げ） 
○保険料率（2010年）： 
   本人   6.75% 

  事業主  9.9%

○強制加入対象者：民間被用者及
び一部の職業に従事する自営
業者（弁護士、医師等） 

○支給開始年齢（2010年）：65歳
（2012年から2029年までに67歳
に引上げ）

年金保険
制度 

 ※厚生年金。児童手当拠出金を含
む（厚生年金基金加入員を除く） 

げ） 
○保険料率（2010年）： 
    本人   11% 
    事業主132.8% 
  ※保険料は労災、雇用保険等の財源
にも利用 

○保険料率（2010年）： 
  本人   9.95% 
  事業主 9.95% 

遵守状況
等 

○相当数の未加入（建設技
能労働） 

○一般的に厳しい取締り、ペナ
ルティ 

○医療保険説明も必要（公共工
事） 

○税の徴収と一体的な徴収 ○基本的に遵守されている 
○関係証明書提出（公共工事） 

○公共契約法典における
遵守（公共工事） 
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○ 下請構造の重層化に伴い 下請比率（下請完成工事高／元請完成工事高）は上昇傾向にあったが

 Ⅱ-2-16 下請比率の推移 

○ 下請構造の重層化に伴い、下請比率（下請完成工事高／元請完成工事高）は上昇傾向にあったが、
   近年では６０％半ばで推移している。 

（％）            （百万円）                    

平 

下請比率とは、建設施工統計調査での元請完工高に対する下請完工高の割合（下請完工高／元請完工高）。 

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査報告」           

同統計調査では、建設業者に対して、発注者（施主）から直接請け負った工事の出来高相当額である「元請完工高」と、元請工事以外の他の建設業者（元請や下
請）から請け負った工事の出来高相当額である「下請完工高」を聴取している。ここでいう「下請比率」とは、調査母集団の建設業者について、元請として請け負っ
た工事のボリュームに対して、下請として請け負った工事のボリュームがどの程度あるか、を平均的な姿として表したものである。 
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○工事種類別にみると 土木系より建築系の方が 重層化の割合が高い

 Ⅱ-2-17 建設技能労働者の所属する企業の請負階層 

○工事種類別にみると、土木系より建築系の方が、重層化の割合が高い。

所属企業の請負階層【工事種類別】 

2.8

出所：国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」（平成２０年度）  41 



○重層下請構造の形成○建設産業の生産システムは、屋外における単品・受注生産 

 Ⅱ-2-18 建設産業における生産の特性について 

総合的管理監督機能を担う総合工事業者（元請）と直接施工機

能を担う多くの専門工事業者（下請）からなる分業関係を基本

とするネットワーク型の重層構造 

 各現場ごとでその規模・内容が異なり、１件ごとに受注してはじめて 

 生産が行われるシステム 

 → 工事量が発注者の動向、経済情勢により大きく左右 

→ 工事により必要となる職種が異なる

→ 受注した工事の規模・内容に応じて必要な労働力・ 

   機械を調達できるシステム 

 → 工事により必要となる職種が異なる

 → 最大の工事量を前提とした労働力・機械を有することは  

   企業にとって大きな負担 

建設工事の施工形態のイメージ 総合工事業者（ゼネコン）
※本事例は一括発注のケースであり、分離 建設工事の施工形態のイメ ジ 

（ビル工事の例） 
総合工事業者（ゼネコン）

■杭打ち工事

専門工事業（基礎）  専門工事業（躯体） 

■とび・土工工事 ■塗装工事

専門工事業（仕上）  専門工事業（設備） 

■電気設備工事

発注 においては専門工事業者が発注者か 
ら直接受注する。 

■杭打ち工事
                ・ 
                ・ 
                ・ 

Ａ社 B社 

■とび 土工工事
■型枠工事 
■鉄筋工事 
               ・ 
               ・ 
               ・ 
 

C社 

■塗装工事
■内装仕上工事 
■防水工事 
       ・ 
               ・ 
               ・ 

D社 

■電気設備工事
■空調衛生工事 
       ・ 
               ・ 
               ・ １次下請 

A2a A2b 

Ａ3a Ａ3b 

・ ・

B2a B2b 

B3a B3b 

C2a C2b 

C3a C3b 

D2a D2b 

D3a D3b 

２次下請 

３次下請 

・ 
・ 
・ 

 

・
・ 

・ 
・  ・

・  ・
・ 

・
・  ・

・ 
・
・  ・ 

・ 

（ウェルポイント工）  （とび工）  （塗装工）  （配管工）  42 



 
○建設工事の月別受注高をみると ９月と３月に受注高が比較的高くな ている

 Ⅱ-2-19 月別受注高の推移 

○建設工事の月別受注高をみると、９月と３月に受注高が比較的高くなっている。
  

◆受注高時系列表 

21年4月比 209%増

5,607,020

6,000,000 

（百万円）  21年4月比 209%増 
22年4月比 215%増 

 
 
 

21年4月比 180%増 
22年4月比 184%増 

4,816,748 

, ,

4,463,650 

5,204,481 

4,000,000 

5,000,000   

2,944,200 

3,557,659 

3,345,809 

3,130,617 

3,328,784 

3,186,949 

3,475,863 

2,892,012

3,556,432 
3,522,826  3,446,415 

3,287,057 

3,153,144

3,599,137 

2,805,861 
3,275,143 

3,000,000 

, ,

2,680,807 2,720,162
,89 ,0

2,419,948 
2,930,558 

3,153,144

2,000,000 

0 

1,000,000 
平成21年 

平成22年 

出所：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」 

4月 5月  6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
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○ 技術者（H21:32万人）の人材となる大学院、大学・短大の理工系入職者は、H14:11,258人→H21:10,642人。

 Ⅱ-3-1 建設業への新規学卒者の入職状況 

○ 一方、技能労働者（H21:342万人）の人材となる高校の理工系入職者は、H14:12,009人→H21:6,557人。 

学歴別建設業新規入職者数の推移 

出所：文部科学省「学校基本調査」 44 



 Ⅱ-3-2 監理技術者資格者証保有者の年齢構成分布 

○ 監理技術者資格者証の保有者は、50歳以上が50％を超え、高年齢化による技術承継が大きな課題。 

  ～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～５９ ６０～６９  ７０～ 

1 1%

0.8% 

22 1%

20.3% 

25 4%

26.4% 

33 6%

31.0% 

14 6%

18.6% 

3 2%

2.9% 

２０年３月末

２２年10月末 
保有者数 
（668,842人） 

1.9% 

1.1%

21.5% 

22.1% 

27.5% 

25.4%

34.3% 

33.6%

11.9% 

14.6%

3.0% 

3.2% 

１７年３月末 

２０年３月末 
（655,378人） 

（643,626人） 

2.2% 19.9% 32.0% 32.6% 10.2% 2.9% １４年３月末 

（589,827人） 

1.6% 

1.9% 

24.6% 

20.2% 

42.9% 

38.2% 

20.6% 

27.6% 

8.4% 

9.3% 

1.9% 

2.8% 

８年３月末 

１１年３月末 

（530,461人） 

（406 877人）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

（406,877人） 
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 Ⅱ-3-3 過去５年の技術者に係る監督処分件数 

 
○過去５年間（平成18年度～平成22年度）の監督処分は４００件程度。 
○専任技術者に次ぎ、主任技術者に関係する違反が多い。 
  

400
450 

専任技術者 監理技術者 
３９９件 

250
300 
350 
400

主任技術者 不明 

100
150 
200 
250

0 
50 

100

未設置 未資格 雇用関係なし 専任違反 合計未設置 未資格 雇用関係なし 専任違反 合計

※ 国土交通省調べ 
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○ 施工技術の相違や取引慣行、業界の実態等を勘案し、昭和46年に現行の28業種に設定。

 Ⅱ-3-4 ２８業種区分の経緯等 

  （昭和46年以降、業種区分の改正は行われていない） 
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○主任技術者となり得る資格要件

 Ⅱ-3-5 許可業種区分と連動する技術者要件 

○主任技術者となり得る資格要件
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 Ⅱ-3-6 28業種ごとの許可業者数の推移 

○ 平成23年における許可業者数の多い業種は、土木工事業、建築工事業、とび・土工・コンクリート工事業。 
○ 平成6年から23年の許可業者数の推移では、建築工事業での20％減少が特出している。土木工事業、造園工事業が横ばい

で推移している他は、すべての業種において増加している。 

完成工事高のある業者数 

※各年３月末現在 
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